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1.は じ め に
釜 山港 は、1970年 代 にシー ラン ドが最初 にコンテナ船 を釜 山港 に入港 させ て以来 、
輸 出入海上貨物 の97%以 上 を扱 っている。2002年 度 には、海上 コ ンテナ貨物取扱 量
は約800万TEUで 世界第3位 を占め、東 アジア地域 のハ ブ港 としての機能 を果 た し
てい る。世界貿易構造 の変化 と東 アジアの経 済成長 はアジア域内の海上貨物輸送量
を増大 させ た。 アジア地域 の海上貨物輸送 において コンテナ貨物 取扱量 は2011年 度
の見 通 しは216百 万TEUで ある1。 増 加 してい る海上 コ ンテナ貨物 を獲得す るため
に、 アジア諸 国の港湾 は港湾機 能の効率化 を高 め、港湾施設整備事業計画 や港湾管
理運営政策 の見直 しを積極 的 に推進 している。韓 国政府 は中国、 ロシア、北朝鮮の
経 済変動 にともない釜山港 を東北 アジアの物流 中心拠点港 とす るこ とを目指 し、港
湾整備政策 、民営 化政策 、ITシ ス テム導 入政策、港湾物流 団地 に関す る計画 を推進
して港 湾利用者 のニ ーズ に適格 に対応す るため に競 争力強 化の戦略 を展 開 して い
る。 しか し、港湾施設整備 の新計画 の民 間投資 導入の問題 、荷主の誘致問題 を抱 え
ている。
本論 文 は、釜 山港のハ ブ港 と しての輸 出入手続 き制度 、港湾のITシ ステム制度 、
関税 自由地域制度 な どの管理運営制度 を検討 し、港湾 の民営化導入お よび変化す る
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海運環境 を踏 まえて今後、釜 山港が東北 アジアの中心港 に位置づ けるため には どの
ような管理運営体制 を構築 す るべ きか を考察す るものであ る。
2.釜 山港の コンテナ埠頭整備 と物流動向
2-1.釜 山港 の海上 コンテナ貨物 の動向
釜 山港 の コ ンテ ナ埠頭 施 設 は ほ か の地 方 港 に比 べ て拡 充 され て お り、 コ ンテ ナ貨 物
取 扱 量 は90%以 上 を 占め て い る。 釜 山港 は、 中国 か らの トラ ンシ ップ貨物 が急 増 し
て お り、今 後 長 期 間 に渡 り増 加 す る見 通 しで あ る(表2-1)。 コ ンテ ナ取 扱 量 は2001
年 度 に は873万TEUに 達 した 。輸 出 貨 物 が2,514千TEUと な り、輸 入 貨物 は2,497千
TEUを 示 して い る(表2-1)。 トラ ンシ ップ貨 物 は毎 年 に増 加 してい るが 、輸 出入 貨
物 は横 ば い に伸 び て い る。 これ は、1990年 代 以 降 に飛 躍 的 な経 済 発 成 長 を遂 げ て い
る 中 国の 影 響 で あ る。 しか し、 イ ンフ ラ整備 な どの不 足 に よ り1997年 度 には入 港 隻
数4,814隻 の な か で待 機 隻 数 が589隻 で待 機 率 が12.2%、 滞 船 隻 数334隻 で 滞船 率 が
6.9%に な り、 入 港待 機 、 滞船 に よ る経 済損 失 が約345億 円 に至 った。 増 加 して い る
貨 物 に応 じるた め には新 し く港 湾 施 設 を整 備 す る必 要 が あ り、 「韓 国 海 洋 水 産 部 」
は勘 湾 コ ンテ ナ埠 頭 の拡 張 を は じめ 、 釜 山新 港 の 開発 お よび光 陽 港 の 施設 整 備 の た
め 民 間資 本 と運 営 方 法 を導 入す る港 湾 整備 ・開発 計 画 を策定 した。
2-2.釜 山港 の港湾施 設の現況
釜 山港 で取 り扱 って い る輸 出 入 貨 物 を含 め て 海 上 貨 物 量 は2002年 度 に は約170百
万 トン にな り、 コ ンテ ナ貨物 量 は800万TEU以 上 に増 加 した 。 この よ うな年 平均10
%以 上 増加 して い る コ ンテ ナ貨 物 を取 扱 うた め に政 府 は莫 大 な港 湾投 資 にお い て民
間企 業 に よる投 資 を積 極 的 に推 進 して い る(表2-2)。
釜 山港 の コ ンテ ナ貨 物 処 理 能 力 は子 城 台 コ ンテ ナ埠 頭 が100万TEU、 神 仙 台 コ ン
テ ナ埠 頭 が128万TEU、 勘 湾 コ ンテ ナ埠 頭 が120万TEU、 ウ アム コ ンテ ナ埠 頭 が40万
TEU、 甘 川 コ ンテ ナ埠 頭 が20万TEU、 勘 湾 拡 張 区域 が48万TEUで 合計 、456万TEU
表2-1釜 山港 のコ ンテナ貨物取扱量の推移 (千TEU)
年度 1997 1999 2001
トランシ ップ貨物 1,105 1,632 2,943
輸出貨物 2,136 2,406 2,514
輸入貨物 1,993 2,272 2,497
出所:ス ーパ 中枢 港 湾選定 委 員会 、参考資料2-1、2002に よ り再作 成
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表2-2韓 国 にお ける コ ンテ ナ貨 物 量 増加 推 移(単 位=千TEU)
項 目/年度 1976 1981 1991 1998 2000
輸入 179 360 1,135 2,508 3,195
輸出 204 464 1,431 2,650 3,194
小計 383 824 2,566 5,158 6,389
積替 0 0 141 1,268 2,454
沿岸 0 0 54 306 294
合計 383 824 2,701 s,732 9,137
出所 海洋水産部、「海洋水産統計」 と韓国海洋水産開発院により作成、2000.
表2-3釜 山港 の コ ンテ ナ埠 頭 の現 状
項 目/埠 子城台 神仙台 勘湾 ウア ム 甘川 勘湾拡張地
頭名 区
開始年 1978 1991 1998 1996 1997 2002
度
面積 647千 1,039千 731千 184千 142千 308千
2/
m
一CY394千 一CY672千 一CY336千 一CY120千 一CY$5 一CY153千
一 建物38千 一建物28千 一建物16千 一建物5千 千 一建物12千
一CFS千 一一CFS11千 一CFS8 .4
一CFS5千
延長 1,447 1,200 1400 500 600 s
(m)
岸壁能 5万 トン 級4,1万 5万 トン級 5万 トン級 2万 トン級1 5万 トン 5万 トン級2
カ トン級 ユ 4 4 5千 トン級2 級2 5千 トン級1
水深 12.5^-15 14^-5 15 11 13 12^-15
(m}
処理能 100万TEU 120万TEU 120万TEU 40万TEU 20万 48万TEU
カ TEU
運営会 韓国 神仙台 コン Hutchison ウア ム ター 韓進海 東部 釜山 コ
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で あ る(表2-3)。 ち なみ に、 コ ンテ ナ貨 物 の約40%が 釜 山港 区域 外 に貨 物 取 扱 が行
わ れ る こ とか ら物 流費 用 の増 加 要 因 に な って い る。 従 っ て、 コ ンテナ貨 物 を円滑 に
処 理 す る た め に政 府 の 政 策 事 業 と して 新 港 開発 の 長期 整 備 計 画 が 立 て られ た(表2-
4)o
子 城 台 コ ンテ ナ埠 頭 につ い て は、1978年 度 に5万 トン級2バ ー ス 、1983年 度 に2
バ ース が 完成 した 。1991年 度 に は、神 仙 台 コ ンテ ナ埠 頭 が 建 設 され て5万 トン級4
バ ース が 整備 され 、水 深 が15mで 大 型 船 舶 の接 岸 が可 能 に な っ た。98年 度 に運 営 を
開 始 した勘 湾 コ ンテ ナ埠 頭 は 、5万 トン級4バ ー ス を確 保 して お り、世 邦 企 業 と韓
進 海 運 お よび大 韓 通 運 、韓 国Hutchisonタ ー ミナ ル に よっ て運 営 され て い る。 ウ ア
ム コ ンテ ナ埠 頭 フ ィー ダーサ ー ビス専 用 、甘 川 コ ンテ ナ埠 頭 は韓 進 海 運 の 専 用 タ ー
ミナル と して韓 国 にお い て最 初 の民 間専 用 ター ミナ ルで あ る 。2011年 度 に は コ ンテ
ナ 貨 物 量 が20,158千TEUに 増 加 す る見 通 しで あ り2、 東 ア ジ アの 近 隣 に位 置 して い
る諸 港 湾 間 の競 争 で 上位 を保 つ た め に は現 在 、 進 行 中で あ る港 湾 整 備 を さ らに促 進
す るた め に は外 国企 業 の投 資 を導 入す る こ とが必 要 で あ る と考 え られ る。
3.釜 山港 の 管 理 ・運 営体 制
3-1.釜 山港 にお けるコ ンテナ埠頭の民営化
韓 国 の港 湾 管 理 主体 は 中央 政 府 の交 通 部 で あ る海洋 水 産 部 が 全 港 湾 を所 有 し、 開
発 ・管 理 ・運 営 して きた が 、増 大 す る コ ンテ ナ貨物 の取 扱 いが 可 能 な コ ンテ ナ施 設
を整 備 ・拡 充 す る た め1990年 に 「韓 国 コ ン テ ナ 埠 頭 公 団 」(KoreaContainer
TerminalAuthority:KCTA)を 設 立 した。 政 府 は無 償 で コ ンテ ナ埠 頭 を 、KCTA
に貸 し付 け、KCTAは コ ンテナ運 営 会社 に有 償 で貸 し付 け て財 源 を調 達 し、 コ ンテ
ナ埠 頭 の 開発 に投 資 す る形 態 の管 理 ・運営 を行 っ てい る。
一 方
、釜 山港 の 「釜 山 コ ンテ ナ運 営公 社 」(BusanContainerTerminalOperation
Corporation:BCTOC)は1978年 度 に海 運 港 湾庁 に よ り設立 され 、韓 国 で最 初 の コ
ンテ ナ専 用 ター ミナ ル と して運 営 を開 始 した 子 城 台 コ ンテ ナ埠 頭 をKCTAか ら賃 借
りして管理 運営 を行 っ た。 子 城 台 コ ンテ ナ埠 頭 は1999年 度 に現代 商船 が買 収 した こ
とに よ り、 「釜 山 コ ンテ ナ運 営 会 社:BCTOC」 は 「現代 釜 山 コ ンテ ナ タ0ミ ナ ル:
HBCT」 に社 名 が変 更 され、 ター一ミナ ル運 営 を民 営 化 して きた。 とこ ろが2002年 度
に国 際 的 な コ ンテナ 運営 業 者 で あ るHPH(HutchisonPortHoldings)に 売 却 され て
管理 運 営 が 行 われ る よ う にな った 。
「韓 国 コ ンテ ナ埠 頭公 団」 が 出資25%、 荷 役 業 者 の コ ンソー シア ムが75%を 出 資
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表2-4新 たな港 の長 期港 湾 整 備 開 発計 画
港名1期 間(年) 概要 整備計画
釜山新港 東 北ア ジアのハ ブ港 と釜山 埠 頭 面積:502万 ㎡
1995～2011(全 体) 港の船舶の滞船問題 を改善 延 長9.55㎞
および総合物流拠点を目指 第1段 階:1995～2008
して い る。 岸 壁 能 力:5万 トン級14
総 投 資額=37億2600万 ド 荷役 能 力:352万TEU
ル(民 間 資 金25億500ド ル 第2段 階:2002～2011
含 め) 岸壁 能 力:5万 トン級16
荷 役 能 力:452万TEU
光陽港 中国の主要港湾 と地理的に 埠頭面積:84万 ㎡
(1987^2011} 近 い位置 してお り、積 替港 と 延 長11.05km
運営会社= して の釜 山港 とともに東 北 第1段 階:1987～1997
大韓通運、現代商船、 ア ジアハ ブ港 を 目標 に して 岸壁能力=5万 トン級4
韓進海運、世邦企業 い る。 荷役能力:120万TEU
総 投 資額:14億7400万 ド 第2段 階:1995～2003
ル(民 間投 資:11億13万 ド 岸壁能 力=5万 トン級4





平沢港 韓国の西海岸 と黄海 間に位 岸 壁 延 長:13.Ok皿
(1989^2011} 置 して中部圏物流 を仁川港 岸 壁 能 力:3万 トン級3
と ともに処 理 す る西海 岸 の バ ー ス 数:52
国際交易港 を 目指 している。
総 投 資 額:19億6100万 ド
ル(民 間 資金:6億8100万
ドル含 め)多 目的埠頭。
出所:韓 国管理公 団 の港湾統 計 、2000お よび 「平 成5年 度世 界 の コ ンテ ナ ター ミナ ル調査 報
告書 」、(財)港 湾空 間高度 化 セ ンター 、1997に よ り再 作成
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して1991年 度 に設 立 され た 「東 釜 山 コ ンテ ナ埠 頭(株):PusanEastContainer
Terminal:PECT」 には神 仙 台 コ ンテ ナ埠 頭 が賃 貸 され 、運 営 され て 、 ウ アム コ ン
テ ナ埠 頭 は、荷 役 会 社 で あ る ウ ア ム コ ンテ ナ 会社(UTC:UamTerminalCo.)に
よ り運 営 され て い る。1998年 度 に開始 した勘 湾 コ ンテナ埠 頭 は、HPH、 韓 進 海 運 、
世 邦 企 業 、 大 韓通 運 に賃 貸 され て運 営 され てい る。2002年5月 に 開始 した勘 湾 拡 張
地 区 は、 東 部 建設 、 エ バ ー グ リー ・ユ ニ グ ロー リー の コ ン ソー シ アム に賃 貸 され て
運 営 され て い る(図3-1)。
韓 国 の 第2ハ ブ港 を め ざ して い る光 陽 港 は、 「韓 国 コ ンテ ナ埠 頭 公 団」 に よ り1
段 階埠 頭 の4バ ー スの う ちで1バ ー ス に はHPH、 現代 商船 、韓 進 海 運 、3バ ー ス に
は1バ ー ス ず つ韓 進 海 運 、 世 邦企 業 、大 韓 通 運 に賃 貸 され てい る。 第2段 階1次 埠
頭 の4バ0ス の うちで3バ ー スがHPH、 現代 商 船 、韓 進 企 業 に よ り、1バ ー ス は東
部 建設 に賃 貸 され て運 営 が 行 われ て い る。(図3-2)
港湾 運 営 の効 率 化 と国家財 源 が不 足 な港 湾 施 設 整 備 の た め の投 資 を導 入 す る民営
化 政策 に よ り外 国 企 業 を誘 致 した。 結 果 、現 在 は グ ロー バ ル ター ミナ ル オペ レー タ






図3-1釜 山港 に お ける管 理 運 営 体 制 、「最 近 の 韓 国の 海 事 事 情 」、海 事 産 業研 究 報 、
2002
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図3-2光 陽 港 にお け る管 理 体 制 、前掲 書
表3-1港 湾 別 コ ンテ ナ埠 頭 にお い て の グ ロ ーバ ル ター ミナ ル業 者 の現 況
運営業者 港湾 荷役能力(千TEU) 投資率(%)






現 代(10)、 韓 進(10)
HPH(80)
釜山新港 2,050 単独(100)
PSA 仁川港 1,100 PSA(60)、 三 星 物 産
(25)、 鮮 光 公 社(1
0)、 三 星火 災(5)
Evergreen・Uniglory 釜山港 480 東 部 建 設(65)、 新
英(5)、Evergreen・
Uniglory(30)
出所=「 最 近 の韓 国 の海事事 情」、海事 産業研 究所報 、2002.KMIの 調査 資料2002
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3-2.民 営化政策の形態 と推移
韓 国の港湾 は、所有者が 国であ り、港湾 を管理運営 して きたが、行 政的規制 の下
では益 々増大す る港湾の貨物 、海運 グローバル化 の競争 に円滑 に応 じられ ない こと
か ら港湾の管理運営 についての民営化政策が求め られた。
国内外 的 に港湾環境 の変化3に よ り新 たな港 湾の管理 運営 制度の必要性か ら韓 国
政府 は、釜 山港 と光陽港 を東北 アジアの物流拠点港 になるハ ブ港 として育成 させ る
ため にも民営化政策 を積極 的 に受 け入 れたので ある。1990年 以 降、港湾の民営化 を
推進 して釜 山港 の コンテナ貨物取扱量 が世界3位 に達 す るとともに グローバ ルター
ミナル運営会社が韓国港湾 の ター ミナル運営 に参与 した。(表3-1)
港 湾の発展 のためには民営化 政策が望 ま しい ことであ るが、港 湾 を民 間企 業が私
有化 す るこ とについては様 々な意見があ る。港湾 を公 企業 として管理運営す るの も
問題点4が あ り、特 に開発途 上国は港湾施 設整備 開発 の資金不足 か ら民営化 政策 を
推進 してい るが、民営化 の形態 は、大 部分 の先進 国が一般的 に選択す る運営 中心形
態お よび港湾所有権 と運営権 を持つ形態 、そ して完全民営化 がある(表3-2)。 その
国の港湾 の政治的、経 済的、制度 の環境 を考 えて適切 な民営化の形態 を選択す る必
要が あ り、韓国の港 湾は海洋水産部が所有 し、港湾施設整備 の投資 は韓国 コンテナ
埠頭公 団 と民 間企 業 とが投資 してお り、荷役作 業 などのサ ー ビス提供 は民 間企業 で
行 われている。(表3-3)。










イ ギ リスのABP下 の22箇 所
の港湾
出所:李 哲 栄著 、 『港 湾物 流 システ ム』、1998、p418
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表3-3各 国 の港湾 管理 ・運 営 形 態
役割
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直営 公 般 ・民営 私有化
施設の所有・維持管理
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港湾 の民営化 は、① 一般 的 に公有企 業の民営化 、②公企業 の当事 者能力の拡大 、
③ 規制緩和5、 ④港 湾施設 整備 の投 資 につ いて財政負担 の軽減 、⑤港 湾の利用者の
ための高付加価値 サ ー ビス提 供、⑥ コンテナ埠頭 の生 産性 と効率 化が期 待 され る6
な ど民営化の利点 について様 々に解釈 されてい る。 しか し、港湾 は国家 の経済発展
の基幹産業である ことか ら公 共性 を排除す る民営化 は望 ま しくない と思われ る。
釜山港 の コンテナ埠頭 の管 理運営 は60%以 上が民営化 されているが、効 率的 に港
湾 を管理運営す るため には上部施設(港 湾敷地や基本荷役施設)は 国家が投資 して
所有 し、そ の運営権 を民 間企業(埠 頭運営会社:TerminalOperationCompany7)
に貸 し付 ける形態が適合 である。
3-3.釜 山港 にお ける1Tシ ステ ムの現況
港 湾 のITシ ス テ ム は物 流 の ジ ャス ト ・イ ン ・タイ ム(JIT)を 実 現 させ ため に も、
また グロ ーバ ル化 となっ て い る海 運 市 場 で競 争 力 を高 め る ため に も不 可 欠 な政 策 で
あ る。
韓 国 の港 湾ITシ ス テ ム政 策 を見 る と、1970年 代 にはITシ ス テ ムにつ いて の 関心 は
あ ま り高 くなか っ たが 、1980年 度 以 降 に は世 界 的 な海 運市 場 の環 境 変 化 に と もない
シ ンガポ ー一ルの 港 湾ITシ ス テ ム を見 習 って 政府 が 主 導 して積 極 的 に1987年 度 か ら取
り組 んだ の で あ る(表3-4)。 主 な情 報 関連 シス テ ム と して は① 海 洋 水 産 部 の 港 湾情
報 運 営 シス テ ム(PORT-MIS)、 ② 建 設 交 通 部 の輸 出 入 情 報 シス テ ム 、③ 関税 庁 の
通 関 シス テム等 の3つ の シス テ ム に大 き く分 け られ る。 そ して 、民 間部 門 で は電 子
文 書 交 換(EDI)に 基づ い た 貿易 業 者 お よ び荷 主 にサ ー ビス を提 供 す る④ 韓 国貿 易
情 報 通 信(株):KTNET、 海運 港 湾 関連 業 者 が 主要 な利 用 者 とな って い る⑤ 韓 国物
流 情 報 通 信(株)KL-NETのITシ ス テ ムが あ る。 そ して、 釜 山 コ ンテ ナ埠 頭 運 営 会
社 、東 釜 山 コ ンテ ナ埠頭 株 式 会 社(PusanEastContainerTerminalCo.Ltd,:PECT)
お よび船 社 、運 送 会社 、荷 役 会社 な どが 効 率 的 に顧 客 の ニ ー ズ に応 じる ため に情 報
関連 シス テ ム を構築 してサ ー ビス を提 供 してい る。
①PORT-MIS
効 率 的 な港 湾 運 営 の た め に1992年 のOn-line体 制 か ら開始 して 、1995年 度 に は シ
ス テ ム方 式 に転 換 し、現 在 は イ ンター ネ ッ トに よ って港 湾 管 理 者 、船 社 、船 舶 代 理
店 お よび荷 役 業 者 を対 象 に業 務 が行 われ て い る。 主 な機 能 と して は船 舶 出入 管 理 、
貨 物 搬 出入 、 施設 管理 な どが あ り、PORT-MISシ ス テ ム の導 入 に よ り釜 山地 域 に物
流 経 費 の約13億 円が 削 減 で きた8。
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② 輸出入物流情報 システム
入 出港 船 舶/航 空 機 情報 、 通 関情報 、貨物 荷 役情 報 、 ター ミナル搬 出入 情報 、
ODCY9搬 出入情 報 、鉄 道運 送情 報 な どの輸 出入物 流 に関す る物 流情 報 をONE-
STOPシ ステム化 して荷 主の輸 出入関連 業務 の効率化 を図 って企 業の物 流経 費の削









荷役 許 可 申
請、荷役実績
報告
船社、船舶代理店、運送会社 荷 役 業 者 、 ター ミナ ル
図3-3POSRT-MISの 概 要
③ 関 税 庁 の通 関情 報 シス テ ム
1996年 に 海 上Manifest業 務 のEDIシ ス テ ム を 導 入 し、1997年 に は 関 税 庁 の
ManifestのEDI化 を行 い 、保 税 運 送 業 務 に もEDIを 導 入 した。 この よ うな、EDIシ
ス テ ム を通 じて 、船 社 、 フ ォワー ドー 、税 関 、保 税 蔵 置 業 者 、保 税 運送 業 者 お よび
検 数 業者 を対 象 に して保 税 貨物 搬 出 入 申告 や 保税 申告 お よび積 荷 目録 な どの サ ー ビ
ス を提 供 して複雑 な税 関業務 の効 率 化 が 高 め られ た。
④KL-Net:韓 国物 流 情 報 通信(株)
韓 国物 流情 報 通 信(株)は 、1994年 度 に韓 国 コ ンテ ナ埠 頭 公 団(KCTA)が40%、
釜 山 コ ンテ ナ埠 頭 運 営 会 社(BCTOC)が11%、 現 代 商 船 が6.3%、 韓 進 海運 が6 .2%、
チ ョヤ ン商船 が5.7%、 その他 が30.8%を 出資 して設立 され た。
KL-Netは 海 洋水 産部 のPOR-MISへ の接 続 に よる海 運企 業 、船 舶代 理 店 、運 送/荷 役
会 社 お よび運 送 関連 団体 とネ ッ トワー ク を構 築 して 海上 コ ンテ ナ貨 物 の運 送 業 務 に
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ついてEDI、 物流情報 に係 るデー タベ ースな どのサー ビスを提供 している。
⑤KT-Net韓 国貿 易情報通信(株)
KT-Netは 、韓国貿易協会が100%出 資 して1991年 度 に設立 されて1997年 度 か らは
信用状 の開設か ら輸 出入の申告業務 を含め るすべ ての貿易業務 を自動化 した。その
結果 、貿易 業界 は業務処理 費用が約80%の 節約 とな り、処理期 間 も大幅 に短縮 され、
年 間 に約49億 円 の貿易 業 務費 用 を削 減す るな ど高 い効 果 を達 成 したlo。 さ らに、
KL-NetのEDIシ ス テム と情報 を共有 し、相 互交換 して関税業務 やすべ ての港湾業 務
が迅速 に行 われ るようになってい る。
この ように物流情報 ネ ッ トワー クシステムの構築 によ り輸 出入貨物 の通関お よび
港湾業務 の手続 き書類 の簡素化お よび物流費用の減少 を実現 したのである。しか し、
煩雑 な入出港手続 きの一元化お よび港 湾業務 を一層、簡素化す るためには関連書類
の標 準化 をす る必要があ る。そ して、 中小企業 で は、専 門的な人材確保 、EDIシ ス
テムの構 築の資 金不足お よび情報漏れ についての問題点か らシステムが積極的 に行
われてい ない。 また、一般埠頭で も輸 出入 コンテナ貨物の約30%を 扱 っているに も
関わ らず ゲー トの 自動化が され てないこ とか らコ ンテナの搬出入が効 率的 に行 われ




出 入 国 管
理所




韓 国政府 は、諸港湾間の激 しい競争での優位 を確保す るため に釜 山港 と光陽港 を
利用す る荷 主お よび船社 に最大 の インセ ンテ ィブを与 える料金政策 を行 っている。
その 内容 は、釜 山港 を通過す る積換貨物 については貨物入港料 の免除や釜 山港 と
光 陽港 の両港 に連続 的 に寄港す る外航 コンテナ船 に対 しては船舶料 を100%完 全免
除 な どの港 湾料金政策 を実施 して益 々増加す る海上貨物 の取込み を狙 っている(表
3-4)o
表3-4釜 山港 と光陽港 における港湾料金政 策
項 目1港名 釜山港 光陽港 備考
船舶入港料 寄港する船舶100%免 除 寄港する船舶100%免 除 両港を同時に寄港する船舶
通過船舶100%免 除 外 航 コ ンテナ 船100%免 除
岸壁使用料 寄港する船舶100%免 除 寄港する船舶100%免 除 両港を同時に寄港する船舶
貨物入港料 トラ ン シ ップ 貨 物
100%免 除
コ ンテ ナ 船 貨 物 お よび トラ
ン シ ップ貨 物100%免 除
曳船料 と導船料 15%減 免
出所:韓 国 コ ンテナ埠頭公 団 の広 報資 料 、2002、
4.東 北アジアの物流中心港 としての釜山港
海運市場 の グローバ ル化への対応 と釜 山港 を21世 紀 の東北 ア ジア物流中心港 と し
て構 築す るため に韓 国政府 は、政策 に基づ く港湾整備長期計画や港湾の管理運営の
民営化政策 、港湾運営 のITシ ステムの導入お よび競争 での優先順位 を確保す るため
の料金政策 な どを推進 して きた。
東 アジアで地理的 にも有利 な位置 にあ る釜 山港 は、 日本企 業の グローバ ル化お よ
び中国の飛躍 的 な経 済発展 に よる影響 を受 けて名実 ともにコ ンテナ取扱処理能力 は
世界上位 に位置づ け られている。 しか し、2002年 度の世界 コンテナ取扱量 の ランク
6位 以内 に香港港 、上海港、深セ ン港が上位 に位 置 してお り、上海港 を中心 と して
中国政府 は港湾 のグロ0バ ル化 に積極的 に取 り組んでいる。 そ して、 日本政府 も低
下 している 日本港湾の競 争力 を高 めるため に政策 に基づ いて港湾整備長期計画や運
営政策 の全般 的な改革 を行 っている11。
この ように競 争力 を強化 してい るアジア諸港湾 に対応 しなが ら釜 山港が東北 アジ
アの物流 中心 港 として位置づ け られ るため には港湾機 能の運営体系 を効果的 に活性
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化す る必要性が あ り、荷 主12の多様 なニ ーズに応 じられる制度 を基本 的 に改め て推
進 しなけれ ばな らないのである。その ため に、通 関手続 きの簡素化 であ る 「埠頭直
通 関制度」13を利 用す る対 象範囲 を拡大す る こ とであ る。 また、官民が物流情報 を
共有 して活用す るためには積極 的なEDIシ ス テムを輸 入物 流関連業 者お よび機 関で
は運営す る必要が ある。そ して、現在 、国際物流基地 として韓 国政府が釜 山港 と光
陽港 に指定 している 「関税 自由地域制度」 はグローバル物流企業 の誘致 とともに東
北 アジアの物流拠点 を目指 してい る。従 って、物流拠点地 としての決定要 因は物流
の流通が円滑 に行 われる地理的 な面 と物流 の保管 ・組立 ・販 売 も可能 な施設 の構築
お よび効率 的な管理運営 のために官民の ネ ッ トワークの構築が重要である。そ して、
韓 国の港が東北 アジアの中心港 になるため に も、近接 国で ある 日本港湾 と中国港湾
との協 力体制造成 お よび今後、FTA(自 由貿易協 定)に よる3ヶ 国の海運協力体制
の必 要性が高め られ る と思 われる。 また、韓国政府 は国際海運市場の 自由化 に とも
なう規制緩和 を進 めている。
4-1.「 埠頭直通関制度」の活性化方案
大部分の輸出入貨物 が埠頭地域外 のODCYで 通 関 を行 うか、あるいは保税倉庫 で
通 関が行 わ られ ることか ら全般的 な通 関手続 きの遅 れに よる物流 の遅滞 と高 い物流
費用が発生 した。そのため、韓 国政府 は、現行 、貨物 を入港前輸 入 申告 か ら荷主 に
渡 す まで15日 かか る通関手続 きの所要期 間を 「埠頭 直通 関制度」 を導入 して通 関手
続 きを簡素化 させ て入港前 輸入 申告 か ら荷主 に貨物 を渡す期 間 を3日 間 に短縮 し、
荷役後 か らは48時 間以 内に工場(荷 主)に 貨物 を調 達す る とい う物流の リー ドタイ
ム短 縮や 物流 費用 の節減 お よびJIT(ジ ャス ト ・イ ン ・タイム)実 現 を 目指 して
1992年 度 に釜 山港の子城 台 コンテナ埠頭 と神仙台 コ ンテナ埠頭で 「埠頭直通関制度」
を実施 した。
この制度が効率 的に施行 す るための課題 として次 の ように考 え られ る。
第1に 、 「埠頭 直通関制度」 の活性化 を促 す ためには、国際標準 であ る通 関 に関す
る京都協約の原則14を適切 に受 け入れる必要がある。
第2に 、輸 出入貨物の通関手続 きが効率的 に行 われ る港 湾施設 の拡充お よび機能強
化 を推進す るこ とであ る。
第3に 、One-stop物 流情報 システムを構築 して輸入関連 業者 や機 関がEDIシ ステム
を通 じて通 関手続 きの書類 お よび貨物 の情報 につ いて相互交換 して迅速 な港湾の通
関手続 き、通 関確認 な どいわゆる貨物追跡 サー ビスを荷 主 に提供す るこ とである・
従 って、法的 ・制度的な改善 、す なわち、京都協約 の部分 的な導入お よび官民 のネ
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ッ トワー クシステム構築、荷役整備 の拡充や諸 港湾施設 の整備 お よび港湾 と通関手
続 き連携 システムな ど港湾物流体系 を改善す ることに よって、 よ り円滑 に 「埠頭直
通関制度」が充実す る と思われる。
4-2.国 際物流中心基地 としての 「関税 自由地域制度」
韓 国政府 は韓国の港湾が東北 ア ジアで地理的に有利 に位置 している利点 を活か し
て21世 紀 の東北 アジアの物流 中心基地 として育成す るため に釜 山港 と光陽港 を 「関
税 自由地域」 として指 定 した(表4-1)。 「関税 自由地域制度」 は、関税 自由地域 と
して指定 した港湾の背後 地での物流 に対 して は通 関手続 きお よび関税 、税金免除な
どを行 い、貨物の搬 出入や保管、加工、組立 など輸 出入貨物 、 トランシップ貨物 の
誘致が大 きな 目的であ り、 また国 内の製造業 の海外移転 を防 ぐためで もあ り、地域
経済の活性化 を求 めてい る(図4-1)。
表4-1釜 山港 と光陽港 の関税 自由地域 の現況
港名 面積(千 ㎡) 管理者
釜山港
総 面積:1,278
神 仙 台 タ ー ミナル:1,000
甘 川 韓 進 タ ー ミナル:130






第1段 階 コ ン テ ナ 埠 頭 ・840
第2段 階 コ ン テ ナ 埠 頭;547.5
一麗水地方海洋水産庁
出 所:釜 山地 方 海 洋 水 産 庁 の 資 料 、2002、 キ ン ヒ ョ ンテ ィの 前 掲 書 、p15.お よ び
metto.busan.kr/metro/date/100bookに よ り再 作 成
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加 工、組 立、配送な ど
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図4-1関 税 自由地域 にお ける運営の概要
4-2-1.関 税 自由地域 における運営 と課題
関税 自由地域 内で は登録業 者間で行 う物流 の移動 お よび外 国商 品に対 して は税 関
の無 申告 の対象 とな り、関税 自由地域 は関税法上 には外 国 と して取扱 われ外 国商品
の使用 ・消費 に対 して関税お よび付加価値税 は免除 され る。 また、関税 自由地域内
に関連 施設 を設置 し、3千 万 ドル以上投資す る外 国企 業 に対 しては法人税 な どの直
接 税 を減免 するイ ンセ ンテ ィブを与 える。 そ して、 トラ ンシ ップ貨物 の優待措 置 と
して 申告 を除外す る。
韓国政府 は、釜 山港 を東北 アジア地域 のハ ブ港 と国際物流中心基地 を目指 してグ
ローバル物流企業 の誘致 を達成す るため に積極 的に推進 してい るところである。そ
の結 果 、 釜 山 港 と光 陽 港 の 関 税 自 由地 域 に イ ギ リス の ロ ン ドン金 属 取 引 所
(LondonMetalExchange:LME)は 指定倉庫 を設立 し運営 してい る。 しか し、
「関税 自由地域制度」 が近隣 国に対 して競争 優位 を保 つ 国際物流 中心基 地 とす るた
めには次の ような課題 が挙 げ られる。
第1に 、国際物流 中心基地 としての イ ンフラ構築 お よび総合的 な物流 ネ ッ トワー
クシス テム構 築のためには現在、釜 山港 と光陽港 の背後地 は狭 いため、 よ り広 い港
湾の敷地 を確保 しなげれば ならない。
第2に 、関税 自由地域 に国際物流基地の造成後 には、外 国企 業の投資 を誘導す る
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ため に も諸外 国の関税 自由地域 との差別化 を持つ こ とである。そ して、国内企業へ
の関税 自由地域の広報 を積極的 に推進す るこ とである。
第3に 、物流 のJIT(ジ ャス ト ・イ ン ・タイム)実 現 のため には、IT情 報 システ
ム ネ ッ トワー ク構築お よび官民 の協力体制 を強化 して効率的 な管理運営 を活性化 を
図 るべ きである。
今後 、関税 自由地域 を成功 させ るためには、政府主導の下 に民 間企業 の管理運営
の活性化計画 お よび効率 的なマーケテ ィング戦略 に参画 し、物流 ・情報通信 システ
ムの インフラを構築 す るこ とである。
4-3.東 北アジア域内における釜山港の課題
コンテナ貨物 取扱量が1億TEUを 上 回る東北 アジア域 内のハ ブ港 を目指 してい る
釜 山港 は、中国の上海港 の台頭 と国際競争力 強化政策 に積 極的 に取 り組 んでい る 日
本 の神戸港 に追われている状況 であ り、そのため に釜 山港は港湾 のイ ンフラ施設 の
拡充お よび新 たな管理運営 システムの導入な どの政策 を推進 している。
この ような港湾施設整備や港湾の管理運営 に関す る改善政策 とともに新 たな東北
ア ジアの海運協 力体制 の必要性が高 まっている。世界経済の なかで 日本、 中国、韓
国な どの東北 アジア経済 圏は高 い比重 を占めてお り、3ヶ 国間の コンテナ貨物取扱
量 におい て も増加 している。 中国 と韓 国間においての コンテナ貨物取扱量 が1996年
度 は613千TEUか ら2000年 度 には1,086千TEUと 増加 してお り、 また、 日本 と韓 国間
の1996年 度 の コンテナ貨物取扱量 は456千TEUか ら2000年 度 には701千TEUに 伸 びて
両 国は韓 国の コ ンテナ取扱量 の なかで大 きな割合 を占めてい る。韓 国のOECD加 入
に よ り海運市場 の開放 と規制緩和 を進 めているの に伴 い 日本 ・中国 ・韓 国の協力体
制の構築 が課題であ る。釜 山港が東北 アジアの中心港 としての地位 を築 くためには、
韓国政府 は積極 的に公式の政府 間協定 を結ぶべ きであ る。 そ して3ヶ 国間の港湾業
務 については、ITシ ステムの標準化 と通 関手続 きの簡素化 、港湾料金の規制緩和お
よび国籍 による差別化 を廃 して 自国内で船社 が営業 を自由に行い うる可能 な状況 を
つ くり、現在検討 中であ る自由貿易協定が実現 すれば、人材 活用 や資源活用 と迅速
な相互情報交換 によ り効率的 な物流 の効果お よび シナジー効果が求め られる。
5.お わ り に
コンテナ取扱量が世界3位 に位置付 いてい る釜 山港 は東北 アジアの中心港お よび
国際物流 中心基地 を目指 して新 たな政策 を推進 している。そ こで、本論文で は、韓
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国政府 が行 ってい る港湾施設整備計画や港湾ITシ ステム導入政策 お よび民営化 政策
につ いて コ ンテ ナ埠頭 を中心 と して管理 ・運営 政策 を検討 し課題 につ いて考察 し
た。
韓国政府 の主導 的な政策 によ り釜 山港 の港湾物流 は増加 してお り、港湾施設整備
な どイ ンフラの構築 に も努力 している。管理運営政策 において も利用者 中心で行 わ
れてい るが、港湾料金 について は減免 、引 き下 げを行い、長期 的には適正 な料 金 に
調整す る必 要があ り、荷役作 業の 自動化 の推進、 そ して現在 、2元 化 になってい る
KL-NetとKT-Netを 円滑 な港湾運営 のため に一元化 して港 湾業務 の シ ングル ・ウ ィ
ン ド化 を推 進す るべ きであ る。 さ らに、北朝鮮 との協 力関係 を推進政策が釜山港の
東北 アジアの中心港 にな りうる一つの課題で ある。
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関制 度 」 を導 入 した。
国際 関税 機 構(WorldCustomsOrganization:WCO)1999年 に 日本 の 京都 会
議 で 国際 貿 易 の 円滑 化 の た め に通 関 の原 則 を規 定 した。 そ の 内容 は① 電 子 シス
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